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9：30～12：00　 

○大会長講演：今を生きる世代とこれからの世代のために　　　　　　　　　　　　　　　小倉　和也
【考察】

高齢化の更なる進行や疾病構造の変化など、地域医療連携ニーズの多様化に対応すべく、それを支える仕組みづくりが急務となっている。今回の講演により、地域包括ケア推進における看護の役割について再度考える機会となった。そして「病院」中心の看護から「生活の場・在宅療養の場」への看護力強化が必要であると感じた。その為、連携力向上や認知症・緩和ケア・看取りに対応できる等、看護職の資質向上がますます重要となっていると感じた。

【要旨】

団塊の世代が後期高齢者となる2025年を目前に控え、老いても障害があっても住み慣れた場所で自分らしく最期まで生活するための環境作りが急務となっている。また、問題の元となっている少子化についても将来に向けて根本的に解決策を打ち出していかなければならない。

　今大会は、このことを踏まえ、市民と多職種協働により医療・介護・福祉・教育・行政のサービスが目的に応じて総合していくことを目指す一つのきっかけとなることを目指している。

○基調講演：地域共生社会を目指して～団地を一つの大きな家族に～　　　　　　　　　　菅原　健介　　
【考察】

人口減少、超高齢化問題により、これまでの価値観や地域の形では、この激変していく社会環境に対応できない。それでは超高齢社会を明るい未来にするために、何が必要なのであるのか。本講演により、未来をつくる地域ぐるみの介護の視点や取り組みについて学ぶことができた。今後は、私自身も自分が暮らす地域に目を向け、明るい未来にするために何ができるか、考えていくことが必要であると感じた。

【要旨】
団地のひと部屋に開設した小規模多機能型居宅介護を経営しており、家族、スタッフも同じ団地にいち住民として住んでいる。目の前で困っている人やコトを、いち自治会員として住民視点で悩むこと、介護事業者としてのケアを提供するのみではなく、団地というまち全体の課題に対し、その解決に向けた最適解を団地の住民と共に検討することを目指している。

12：30～13：30

○ランチョンセミナー：高齢者の栄養の問題と「食」・「栄養」の役割　　　　　　　　　田村　佳奈美
【考察】

疾病予防や介護予防において栄養管理は重要である。近年では、在宅高齢者における栄養管理は、フレイルや低栄養状態に陥らせないために非常に重要な課題として位置づけられている。しかし、地域包括ケアシステムの中での栄養士の役割、位置づけ等認知度は十分ではないと言える。今後は、地域の中での栄養士の活躍を期待するとともに、さらなる多職種連携を図っていかなければならないと感じた。

【要旨】

病院、施設では多職種協働によるチーム医療、チームケアが実践されているが、地域、在宅ではまだまだチームケアは不十分な現状である。特に、栄養士、管理栄養士の地域での活動不足は否めず、十分な栄養サポートが行えていない。「食」、「栄養」は、なくてはならない必要不可欠なものであると同時に「癒し」「楽しみ」である。今後、「食」「栄養」の部分を含め、栄養学的にも高齢者を支えていく必要がある。

14：00～17：30
○実践交流会：【新しい試み】

・スカラーシップを利用し受け入れから3年目を迎えて　　　　　　　　　　　　　　　　松永　佳子

【考察】

スカラーシップ制度は、言葉の問題等様々な課題があるかと思うが、受け入れ側にも多くのメリットがあり、スタッフの人材育成にもつながったと思う。

【要旨】

スカラーシップ制度を利用し、フィリピンからの留学生を受け入れて2年半が過ぎた。言葉の壁も多くあるが、留学生の前向きな頑張りと努力により、介護職員も共に成長し見習うべき事が多く、とても有意義な経験となっている。今回、仕事への不安や期待感等を聞き取り、今後の参考にしていきたい。

・二日町診療所の風景　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　室橋　江梨子

【考察】

無休での診療はとても大変なことであるとは思うが、地域のニーズを踏まえ淡々と業務を行っている様子が印象的であった。また、職種の垣根がなく連携がよくとれている点等、見習うべき事が多々あった。

【要旨】

当診療所は365日無休で外来診療を行っており、週末、祝日には近隣市町村からも患者がくる。当診療所では、一般内科のほか、各種（耳鼻科、神経内科、整形外科、糖尿病）専門外来を、午後からは訪問診療を行っている。

・特養併設の外来専門診療所の開設　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中山　雅徳

【考察】

地域のニーズを踏まえ、様々な医療の提供方法がある。今回の発表では新規事業が、地域に貢献しているとともに、多職種連携がとりやすい結果となっていた。今後は、将来的な医療ニーズの見通しを踏まえながら、その地域にふさわしい地域医療のビジョンが地域ごとに必要である。

【要旨】

当法人では、保健医療機関の指定を受けた外来診療所を特養内に新規開設し、地域医療・介護に貢献している。診療所開設後、1年間で2386人の患者を診療した。多くは、在宅医療であり、在宅療養支援診療所の指定を受けた。在宅診療には、当法人の小規模多機能ホーム利用者や高齢住宅の住人を含む。同じ社福で運営することで、介護との多職種連携がとりやすい結果となった。

・グループホーム業務運営見直しへの取り組み　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伊藤　慎一

【考察】

職務記述書を作成することにより、各自の責任や遂行すべき仕事、期待される成果など、「会社全体に対する貢献度」がわかる。また異動によって新たな業務を与えられた場合でも、戸惑うことなく自分の役割を理解できる。さらに、職員の評価にも用いられる。今回、その作成により苦労した事も多かったようだが、今後の業務運営に役立つものになると考える。

【要旨】

組織的運営のために、職務上の役割と権限を明確にするための「職務記述書」の作成に取り組んだ。それにより、職務の内容、権限と責任の範囲、他の職務との関連等が明確になり、人事労務管理の基本情報として、給与、昇進など各種の目的に役立つと考える。

・「個の生活の質」を視点にした知的リハビリを目指す　　　　　　　　　　　　　　　　青山　雄大

【考察】

　今回の発表は、個人の生活の質の視点を置いたリハビリを行い、在宅復帰・在宅支援を行っているケースであった。当病棟でも、退院後の生活を見据え支援を進めていくことは重要であり、個別性のある目標を立て、リハビリテーションを行うことは生活の質の向上につながる事を再認識した。
【要旨】

入院直後に多職種による総合評価と生活期に向けた個別の課題の発見と生活の質に応じたゴールを想定し、今後の老健や在宅での療養の指針を掲示している。特に高齢者へ過度なリハビリ効果の期待より、車椅子自立、自分で食事、排泄ができる生活の質を目標に取り組んでいる。

・夜勤の見直しで看護師の負担軽減につながったか？　　　　　　　　　　　　　　　　　林　より子

【考察】

看護師の負担軽減のために、シフトや業務調整を行い、実際に負担軽減につながったケースである。当病棟でも、看護師またケアワーカーとも夜勤の業務は負担が多い。今後は、少しでも負担軽減し、業務の効率化、ケアの質の向上につながるような取り組みをしていく必要があると感じた。

【要旨】

当院は、有床診療所であり、内科、循環器科、在宅医療、外来、透析を主とするクリニックである。私達看護師は、夜勤中に適切な休憩がとれない事で疲労につながっていた。そこで、夜勤者の負担軽減を図る事を目的に看護師、介護士のシフト調整を行った。結果、看護師の当直は仮眠ができるようになったが、介護士の当直が変則勤務となっている。

・実践！　医療・介護提供事業所の5S　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鈴木　和雅

【考察】

　病院で5Sが必要な理由は、ヒューマンエラーは人間が持つ諸特性と、人間を取り巻く間違えやすい職場環境が関係する事、また医療システムには多くの人々が関与する為である。さらには、忙しい中では誤解や、ミスが発生する環境がヒューマンエラーを誘発しすい為である。5Sを進めることによって①不安全性の撲滅　②ミス・トラブルの減　③効率向上が期待される。当病院でも5Sの実践は必要であると感じた。
【要旨】

診療所開設30周年を迎えるにあたって、法人の運営強化を行う必要があり、5S委員会を発足させた。結果、業務停滞の改善が図られ、利用者へのサービスの質の向上につながった。また、快適な職場の達成もされた。

・居宅介護支援課におけるリスクマネジメントへの取り組み　　　　　　　　　　　　　竹田　　靖子

【考察】

　当院でも、事故分析として、ｍ－SHELL手法を実践している。今回のケースを受け、再度、ｍ－SHELL
を実施するだけではではなく、きちんと事故防止につなげることができるよう、リスクマネジメントに取り組む必要があると感じた。

【要旨】

事故の中で頻度、重要度が高い事故を抽出し、SHELL分析手法の研修を行った。その手法により、事故の要因を多角的に分析したことで真因の把握が出来、再発防止マニュアルの作成に繋げることができている。

・コアフォーマットを通して　病院の退院日は在宅の入院日　　　　　　　　　　　　　　　原　彩子

【考察】

　情報共有ができるツールとして「コアフォーマット」という様式を作成したケースである。それにより、情報共有がされるとともにケアの統一性にもつながっている。当病棟でも情報共有の為のツールは作成されているが、そこからなかなか統一したケアにはつながってはいないと考える。そのため、再度、ツール自体、また活用方法等の見直しが必要であると感じた。
【要旨】

当クリニックでは、患者、家族の全体像の把握が不十分となり、在宅移行がスムーズに行われないケースがあった。そのため、患者情報共有のために「コアフォーマット」という様式を作成し活用した。そのことにより情報共有ができ、統一したケアにつながることができた。

・明日のケアを変える　介護記録のアイディア　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　飯田　友一

【考察】

　介護記録が日々のケアそのものへの結びつきがどれほど感じるかの視点で、介護記録のアイディアを紹介していた。私にとって、「要介護度を下げる介護記録」という視点が、まったく新しいものであった。確かに日々の記録が、ケアの向上につながる部分はあるが、今まであまり意識したことはなかった。今後は、記録をケアの向上につなげるという視点が持てることによって、また業務改善が図れるのではと感じることができた。

【要旨】

　現在、介護スタッフとICTベンチャーの手で「ケアに生かし要介護度を下げる介護記録」を実現すべき挑戦している。利用者の表情も介護記録に含め、コンデジションの変化をグラフで見える化する「二コカレ」をはじめ、新しい介護記録の取り方や、介護記録の見える化を紹介する。
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9：30～12：00
○シンポジウム：認知症施策と教育システム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　遠藤　英俊

【考察】

　地域包括ケアや地域共生型社会構築のために、様々な施策が行われている。しかし、フォローアップに関しては不十分であり、今後は質の向上の為の取組みが必要である。また、さらに今後は、医療、介護連携が重要であり顔の見える関係を地域で構築する必要がある。

【要旨】

国では、2004年に痴呆症を認知症に名称変更し、偏見をなくすよう舵をとり、さらに認知症サポーター養成講座を開始した。また、専門職研修として、認知症サポート医研修、認知症対応力向上研修を開始した。このように教育システムは徐々に数量を増してきているが、今後の課題は、質の向上である。また、今後はさらに、地域包括ケアや地域共生型社会の構築が重要となってくる。

12：30～13：30

○ランチョンセミナー：ナラティヴ・アプローチ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　田代　順

【考察】

ナラティヴ・アプローチは、患者や相談者を理解する際に、彼らの主観を含めた全体性を重視するアプローチである。本人が物語に新しい意味や解釈を創造する事により、問題を問題にしないようにするのが最終的な目標である。そして、セラピーにあたる者は、本人に対する関心を持って会話（質問形式）を進めていくが、本人の生きづらさを克服し、救ってあげようと考えるのではなく、あくまでも本人が自分で新たな「人生ストーリーを再構築していくためのサポート」をしていくスタンスである。今回、一度聞いただけでは、なかなか理解が難しかったが、さらに知識を深めることにより、実践につなげれるものがあるのではと感じた。

【要旨】

ナラティヴなアプローチにおいては、自分が対話的に構成した話を、自分を「完全」な聴き手として検討する二人の対話者の「やり取り」を聞くという体験をする。「自分のことが話される」という、自分（の話）についての「外在化」を体験する。今度はそれを聞いてということで、自分の話を対話的に構成しあったパートナーと対話し、きりのいいところまで、話し手‐ 聴き手と役割を変えながら「行き来」する。このような話し合いの「行き来」が進展するにつれて、話が「広く深く分厚く」なっていくという流れが生じ、（話せる範囲の）「問題」を含んだ「話」が、他者とも十分に共有できる形で「物語」として整い治まっていく。

14：00～15：30
○シンポジウム：認知症と社会参加　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丹野　智文

【考察】

認知症を取り巻く社会には、社会的に認知症者として決め付ける偏見や固定概念が存在する。また、認知症であることによって各種の社会参加をする機会がうばわれていくなどの問題もある。しかし、認知症の人も社会の一員として、役割を担って社会貢献をしていく主体として生きていくこと、それが、認知症の人にとっても、より良く生きていくことにつながる。社会においては、認知症者ができる限り住み慣れた地域や家庭で生きがいを持ち、豊かな知恵・経験等を活かしてまちづくりの活動に参加し、安心して自立した生活を送ることができること、また生涯を通じて人権が保障され、人間としての尊厳を保つことができることが大切となる。今後は、認知症との共生の価値・意味を見いだしていくことも必要がある。認知症の増加が、地域社会の活性化につながる可能性はないか、認知症の人と共に新しい地域社会を作っていく可能性を考えていきたい。

【要旨】

39歳の時にアルツハイマー型認知症と診断され、現在もネッツトヨタ仙台に在職中。私が選んだのは、認知症を悔やむのではなく認知症と共に生きるとういう道である。病気をオープンにし、人とつながることで笑顔で楽しく過ごすことができるようになった。認知症になっても新しい人生を作ることが出来ることを多くの人に知ってもらいたい。

【総括】

本大会は、多職種連携、地位包括ケアシステムの確立、地域共生社会の実現に向けて、開催された。そして、厚生労働省では、この「地域共生社会」実現のため、「「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部」を設置し、他者のことも自分のことと受け止められる（我が事）、また制度横断的、包括的な支援の提供（丸ごと）を実現する地域社会のあり方の検討を進めている。

これからは、「わが事・丸ごと」地域共生社会実現に向けて「支える側」と「受けて側」に分かれるのではなく、あらゆる住民が役割を持ち、支えながら「丸ごと」としての地域コミュニティを作っていく時代である。そして、私は看護の専門職として、今後は地域作りに積極的に関わっていく必要があると痛感した。また、人々が疾病や障害を抱えながらもその人らしい生活を送るためには、看護職の「医療」と「生活」の両方の視点からの関わりや、状態の変化または相手の二ーズに合わせて必要なサービスを提供する役割が非常に重要となると感じた。

今回、本大会に参加し得た事を今後に活かしていきたい。
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